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１．基本的な考え方１．基本的な考え方

財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化とととと必要必要必要必要なななな施策実現施策実現施策実現施策実現のののの両立両立両立両立

県税収入が大幅に落ち込む中、行財政改革に積極的に取り組み、財政の持続

可能性の回復を実現すると同時に、奈良県勢の発展に向け県政諸課題に積極

果敢に対応。

１．「経済活性化」と「くらしの向上」を２本の柱とし、マネジメントサイクル

の確立や県政重点課題推進枠の活用などにより、県民ニーズを踏ま

えた効果的な施策を重点的に実施。

また、国の２次補正予算を活用して平成２１年度当初予算と２０年

度２月補正予算を一体的に編成し、急激な金融・経済情勢の変化や

雇用状況の悪化に対応する施策を積極的に実施。

（主な重点配分項目）

２．この結果、平成２１年度当初予算と２０年度２月補正予算を合わせ

た総予算規模は４，７５９億円となり、当初予算では平成１３年度以

来８年ぶりの増加。（６月補正予算を編成した１９年度を除く。）

３．また、人件費総額の抑制等の財政健全化に向けた取組を強力に

推進し、収支不足額を圧縮することにより、財政調整基金・県債管理

基金の取り崩しゼロを実現。

予算案予算案予算案予算案ののののポイントポイントポイントポイント

ＨＨＨＨ２１２１２１２１ 当初予算案当初予算案当初予算案当初予算案 ４４４４，，，，６２０６２０６２０６２０億円億円億円億円 （（（（２０２０２０２０年度比年度比年度比年度比 ＋＋＋＋ ３１３１３１３１億円億円億円億円 ＋＋＋＋ ００００．．．．７７７７％）％）％）％）

ＨＨＨＨ２０２０２０２０ ２２２２月補正予算案月補正予算案月補正予算案月補正予算案 １３９１３９１３９１３９億円億円億円億円

総予算規模総予算規模総予算規模総予算規模 ４４４４，，，，７５９７５９７５９７５９億円億円億円億円 （（（（２０２０２０２０年度比年度比年度比年度比 ＋＋＋＋１７０１７０１７０１７０億円億円億円億円 ＋＋＋＋ ３３３３．．．．７７７７％）％）％）％）

１１１１

・平城遷都1300年祭に向けた取組と誘客の推進

・企業誘致施策の充実と県内企業の活性化

・地域医療提供体制の確保・県立病院の経営改善

・国の２次補正予算を活用した積極的な雇用対策の実施

・2009近畿まほろば総体の開催 等



一般会計予算規模の推移

4,6204,6204,6204,620
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H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H2１

補正予算本県予算規模地財計画伸び率本県予算伸び率（億円）

（６月補正後） 当初予算案H20 ２月補正予算案制度融資を預託から利子補給方式に変更 公債管理特別会計の設置

２．一般会計の予算規模２．一般会計の予算規模

①①①①平成平成平成平成２１２１２１２１年度当初予算案年度当初予算案年度当初予算案年度当初予算案 ４４４４，，，，６２０６２０６２０６２０億億億億３６３６３６３６百万円百万円百万円百万円

[ ２０年度当初予算比 ＋ ３０億９９百万円 ＋０．７％ ]

②②②②平成平成平成平成２０２０２０２０年度年度年度年度２２２２月補正予算案月補正予算案月補正予算案月補正予算案 １３９１３９１３９１３９億億億億１３１３１３１３百万円百万円百万円百万円

①①①①＋＋＋＋②②②② 総予算規模総予算規模総予算規模総予算規模 ４４４４，，，，７５９７５９７５９７５９億億億億４９４９４９４９百万円百万円百万円百万円

[ ２０年度当初予算比 ＋１７０億１２百万円 ＋３．７％ ]

２２２２

H20H20H20H20 2222月補正月補正月補正月補正4,6224,6224,6224,622 4,7594,7594,7594,759HHHH19191919 ６６６６月補正月補正月補正月補正



３．歳入予算の概要３．歳入予算の概要

◆２１年度当初予算の主な一般財源（県税等、地方交付税、臨時財政

対策債等の合計）は、対２０年度比＋７２億円の増。

◆国庫支出金の積極的かつ効果的な活用に努め、２月補正予算を

含めた国庫支出金総額は、大幅に増加。

◆県債は、地方交付税から臨時財政対策債への振り替えや道路特定

財源の一般財源化による制度改正（地方債・交付税措置の拡大）に

より増加。

３３３３

（単位：百万円、％）平成２１年度 平成２０年度 総予算規模当初予算案Ａ ２月補正案Ｂ Ａ＋Ｂ 増 減 額 増 減 率１ 県 税 114,200 0 114,200 132,400 ▲18,200 ▲13.7 ２ 地方消費税清算金 23,284 0 23,284 20,968 2,316 11.0 ３ 地 方 譲 与 税 9,618 0 9,618 1,987 7,631 384.0 うち地方法人特別譲与税 7,712 - 7,712 - 7,712 皆　増４ 地 方特 例交 付金 1,300 0 1,300 1,500 ▲200 ▲13.3 ５ 地 方 交 付 税 127,700 172 127,872 135,400 ▲7,528 ▲5.6 ６ 交通安全対策特別交 付 金 420 0 420 420 0 0.0 ７ 分担金及び負担金 2,289 7 2,296 1,929 367 19.0 ８ 使用料及び手数料 8,656 0 8,656 8,421 235 2.8 ９ 国 庫 支 出 金 58,520 13,548 72,068 58,147 13,921 23.9 １０ 財 産 収 入 1,959 0 1,959 5,574 ▲3,615 ▲64.9 １１ 寄 附 金 532 0 532 4 528 著　増１２ 繰 入 金 9,469 63 9,532 18,211 ▲8,679 ▲47.7 １３ 繰 越 金 500 0 500 500 0 0.0 １４ 諸 収 入 15,957 10 15,967 13,605 2,362 17.4 １５ 県 債 87,632 113 87,745 59,871 27,874 46.6 うち臨時財政対策債 46,200 0 46,200 22,800 23,400 102.6 462,036 13,913 475,949 458,937 17,012 3.7 

比 較

計

区　　　　　　　分 平成２０年 度予 算 額



単位：百万円、［ ］内は２０年度当初予算額

県税等県税等県税等県税等

・２１年度の県税収入は、厳しい金融・経済情勢を反映して、法人事業税・

法人住民税（△１２，０７４、△３９．４％）、配当割及び株式等譲渡所得割

県民税（△３，３０３、△６９．４％）をはじめとして、ほとんどの税目で２０年

度予算を下回る見込み。

・地方譲与税は、地方法人特別譲与税（７，７１２）の新設により増。

（法人事業税・法人住民税と地方法人特別譲与税の合計 △４，３６２）

県税 １１４，２００［１３２，４００］ △１８，２００ △ １３．７％

地方消費税清算金 ２３，２８４［ ２０，９６８］ ＋ ２，３１６ ＋ １１．０％

地方譲与税 ９，６１８［ １，９８７］ ＋ ７，６３１ ＋３８４．０％

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税＋＋＋＋

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債

・景気後退等に伴い地方税が落ち込む中、地方交付税の原資となる国税

５税の急激な減少にもかかわらず、国の「生活防衛のための緊急対策」

に基づき地方交付税が全国で1兆円上乗せされたこと等により、臨時財政

対策債を含めた実質的な地方交付税は大幅に増加。

（21年度当初予算）

地方交付税 １２７，７００［１３５，４００］ △ ７，７００ △ ５．７％

臨時財政対策債 ４６，２００［ ２２，８００］ ＋２３，４００ ＋１０２．６％

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 １１１１４７４７４７４７，，，，１０２１０２１０２１０２［１５５，３５５］ △△△△８８８８，，，，２５３２５３２５３２５３ △△△△５５５５．．．．３３３３％％％％

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 １７３１７３１７３１７３，，，，９００９００９００９００［１５８，２００］ ＋＋＋＋１５１５１５１５，，，，７００７００７００７００ ＋＋＋＋９９９９．．．．９９９９％％％％

ＨＨＨＨ２０２０２０２０ ２２２２月補正月補正月補正月補正 １７２１７２１７２１７２（Ｈ２０ 地方交付税により対応）

４４４４



・臨時財政対策債は、地方財政計画において特に都道府県分の地方交付

税が大幅に臨時財政対策債に振り替えられたことにより、本県において

も大幅増（対２０年度比＋２３，４００、＋１０２．６％）。

・通常債（投資的経費の財源に充てる県債）は、道路特定財源の一般財源

化による制度改正（地方債・交付税措置の拡大）等により増加するが、

交付税措置がある有利な地方債を活用し実質的な県民負担を抑制。

県債発行額に対する交付税措置額の割合 H20 ５６．１％ → H21 ６４．０％

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

・２１年度当初予算では、従来の単独事業に地域自立・活性化交付金等の

国庫補助金を充当するなど、国庫支出金を効果的に活用。

また、２０年度２月補正では国の２次補正予算を積極的に活用。

（主な国の２次補正による国庫支出金）

地域活性化・生活対策臨時交付金（3,006）、子育て支援対策臨時特例交付金（1,175）

障害者自立支援対策臨時特例交付金（1,089）、妊婦健康診査臨時特例交付金（817）

緊急雇用創出事業臨時特例交付金（1,860）、ふるさと雇用再生特別交付金（5,010）

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 ５８５８５８５８，，，，５２０５２０５２０５２０［５８，１４７］ ＋３７３３７３３７３３７３ ＋＋＋＋００００．．．．６６６６％％％％

ＨＨＨＨ２０２０２０２０ ２２２２月補正月補正月補正月補正 １３１３１３１３，，，，５４８５４８５４８５４８

県県県県 債債債債

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 ８７８７８７８７，，，，６３２６３２６３２６３２［５９，８７１］ ＋＋＋＋２７２７２７２７，，，，７６１７６１７６１７６１ ＋＋＋＋４４４４６６６６．．．．４４４４％％％％

ＨＨＨＨ２０２０２０２０ ２２２２月補正月補正月補正月補正 １１３１１３１１３１１３

５５５５

単位：百万円、［ ］内は２０年度当初予算額

２１年度末県債残高見込み１０，２０９億円 （対20年度末比 ＋３２５億円）

うち交付税措置分 ５，４５６億円（５３．４％）



４．歳出予算の概要４．歳出予算の概要

◆◆◆◆人件費総額人件費総額人件費総額人件費総額のののの抑制等抑制等抑制等抑制等によりによりによりにより義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費をををを抑制抑制抑制抑制（（（（対対対対２０２０２０２０年度比年度比年度比年度比

△△△△００００．．．．５５５５％）％）％）％）しつつしつつしつつしつつ、、、、臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債をををを含含含含めためためためた地方交付税総額地方交付税総額地方交付税総額地方交付税総額のののの増増増増

加加加加やややや国国国国のののの２２２２次補正予算次補正予算次補正予算次補正予算をををを活用活用活用活用してしてしてして県政諸課題県政諸課題県政諸課題県政諸課題にににに積極的積極的積極的積極的にににに対応対応対応対応したしたしたした

結果結果結果結果、、、、２２２２月補正予算月補正予算月補正予算月補正予算をををを合合合合わせたわせたわせたわせた投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費（（（（同同同同＋＋＋＋００００．．．．３３３３％）％）％）％）とととと一般施一般施一般施一般施

策経費策経費策経費策経費（（（（補助費補助費補助費補助費 他他他他）（）（）（）（同同同同＋＋＋＋１４１４１４１４．．．．１１１１％）％）％）％）はははは増加増加増加増加。。。。

６６６６

（単位：百万円、％）当初予算案Ａ ２月補正案Ｂ Ａ＋Ｂ 予算額 増 減 額 増 減 率170,922 0 170,922 172,321 ▲1,399 ▲0.8 う ち 退 職 手 当 21,212 0 21,212 20,865 347 1.7 うち退職手当以外 149,710 0 149,710 151,456 ▲1,746 ▲1.2 12,687 0 12,687 12,392 295 2.4 74,172 0 74,172 74,243 ▲71 ▲0.1 257,781 0 257,781 258,956 ▲1,175 ▲0.5 69,452 2,256 71,708 71,429 279 0.4 補 助 事 業 45,628 2,105 47,733 46,477 1,256 2.7 うち一般公共事業費 41,565 639 42,204 41,747 457 1.1 補助建設事業費 4,063 1,466 5,529 4,730 799 16.9 単 独 事 業 9,730 151 9,881 10,509 ▲628 ▲6.0 うち単独公共事業費 5,740 151 5,891 6,476 ▲585 ▲9.0 単独建設事業費 3,990 0 3,990 4,033 ▲43 ▲1.1 国直轄事業費負担金 12,658 0 12,658 12,815 ▲157 ▲1.2 受 託 事 業 1,436 0 1,436 1,628 ▲192 ▲11.8 1,292 0 1,292 1,360 ▲68 ▲5.0 70,744 2,256 73,000 72,789 211 0.3 14,424 0 14,424 12,049 2,375 19.7 3,099 222 3,321 2,351 970 41.2 101,250 187 101,437 94,686 6,751 7.1 うち県税交付金等 23,431 0 23,431 24,269 ▲838 ▲3.5 2,958 0 2,958 1,151 1,807 156.9 3,522 0 3,522 3,627 ▲105 ▲2.9 3,156 11,248 14,404 7,144 7,260 101.6 5,002 0 5,002 6,084 ▲1,082 ▲17.8 100 0 100 100 0 0.0 133,511 11,657 145,168 127,192 17,976 14.1 462,036 13,913 475,949 458,937 17,012 3.7 合　　　　計

計

公 債 費計

維 持 補 修 費
繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費
災 害 復 旧 事 業 費物 件 費

人 件 費 平成２０年度 総予算規模 平成２０年度 比 較

予 備 費計

区　　　　　分義務的経費
投資的経費
一般施策経費
補 助 費 等出 資 金貸 付 金積 立 金

扶 助 費
平成２１年度



人件費人件費人件費人件費

・職員定数の削減や自主的な給与抑制措置を継続したこと等により、２０年度

予算に比べ減少。

定数削減計画の実行 △２９人

（一般行政部門（公社・事業団含む） △２５人、水道部門△４人）

・退職手当は団塊の世代の退職等により引き続き高い水準で推移。

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 １７１７１７１７００００，，，，９９９９２２２２２２２２［１７２，３２１］ △△△△１１１１，，，，３９９３９９３９９３９９ △△△△００００．．．．８８８８％％％％

うちうちうちうち退職手当退職手当退職手当退職手当 ２１２１２１２１，，，，２１２２１２２１２２１２［ ２０，８６５ ］ ＋＋＋＋ ３４７３４７３４７３４７ ＋＋＋＋１１１１．．．．７７７７％％％％

退職手当以外退職手当以外退職手当以外退職手当以外 １４９１４９１４９１４９，，，，７７７７１０１０１０１０［ １５１，４５６ ］ △△△△ １１１１，，，，７４７４７４７４６６６６ △△△△１１１１．．．．２２２２％％％％

公債費公債費公債費公債費

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 ７４７４７４７４，，，，１７２１７２１７２１７２［７４，２４３］ △△△△７７７７１１１１ △△△△００００．．．．１１１１％％％％

うちうちうちうち 元金元金元金元金 ５５５５５５５５，，，，２５９２５９２５９２５９ 利子利子利子利子 １８１８１８１８，，，，９１３９１３９１３９１３

・通常債の発行を抑制してきたことにより、通常債にかかる公債費は減少す

るものの、地方交付税から振り替えられた臨時財政対策債（元利償還費

全額が交付税措置）の償還が本格化するなど、特例的な県債にかかる公

債費が増加することにより、公債費全体は２０年度予算と同程度で推移。

・２１年度の公債費のうち、地方交付税によりその財源が措置されるのは

５５．７％。

７７７７

単位：百万円、［ ］内は２０年度当初予算額

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 ６９６９６９６９，，，，４５２４５２４５２４５２［７１，４２９］ △△△△１１１１，，，，９７７９７７９７７９７７ △△△△２２２２．．．．８８８８％％％％

ＨＨＨＨ２０２０２０２０ ２２２２月補正月補正月補正月補正 ２２２２，，，，２５６２５６２５６２５６

普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

・平城遷都1300年祭に向けて、快適な奈良の実現や経済活性化につなが

る基盤整備、県民が安心して暮らせるための施策等に重点化。

このため、単独事業からより財源措置の有利な補助事業への移行をは

じめ、国庫補助金等の積極的な活用を図り、社会基盤整備等を効果的

に推進。

・２０年度２月補正予算では、国の地域活性化・生活対策臨時交付金の

活用などにより、地域の魅力向上に向けた観光振興施策の推進や、

自然災害防止など安心・安全なくらしを実現する施策等に取り組む。



物件費物件費物件費物件費

・緊急雇用創出事業臨時特例基金やふるさと雇用再生特別基金を活用し、

新規雇用の確保・拡大を図りつつ、県政の各分野の実態把握や福祉人材

養成などの取り組みを推進。

また、抗インフルエンザウイルス薬の追加備蓄やＩＣ免許証発行などを実施。

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 １４１４１４１４，，，，４２４２４２４２４４４４［１２，０４９］ ＋＋＋＋２２２２，，，，３７５３７５３７５３７５ ＋＋＋＋１１１１９９９９．．．．７７７７％％％％

補助費等補助費等補助費等補助費等

ＨＨＨＨ２１２１２１２１当初予算当初予算当初予算当初予算 １０１１０１１０１１０１，，，，２５０２５０２５０２５０［９４，６８６］ ＋＋＋＋６６６６，，，，５６４５６４５６４５６４ ＋＋＋＋６６６６．．．．９９９９％％％％

ＨＨＨＨ２０２０２０２０ ２２２２月補正月補正月補正月補正 １８７１８７１８７１８７

・企業立地補助金の充実（９００）、平城遷都1300年祭の準備（３，２５７） 、

病院事業費特別会計への補助（３，５０２）、2009近畿まほろば総体の

開催（９５４）など、主要な政策課題にかかる補助金は積極的に措置。

・新たに造成した基金を活用し、きめ細やかな対策を実施。

障害者自立支援対策の実施（４６０）、保育所の整備（３９７）、

妊婦健康診査の公費負担回数増（４４０）、市町村による雇用対策の実施（５００） 他

・国の社会保障制度に関する経費は、高齢化の進行等により引き続き増加。

（主な社会保障関係経費）

長寿医療（後期高齢者医療） １０，８０４［１０，５７０］ ＋２３４ ＋ ２．２％

障害者自立支援給付 ２，７５６［ ２，４１９］ ＋３３７ ＋１３．９％

介護給付 １０，８３３［１０，４４３］ ＋３９０ ＋ ３．７％

国民健康保険 ９，３１８［ ９，１７３］ ＋１４５ ＋ １．６％

・県税市町村交付金 ２３，４３１［２４，２６９］ △８３８ △ ３．５％

８８８８

単位：百万円、［ ］内は２０年度当初予算額



・定数削減計画 △１８０人（H21～H23 ）の実行

【Ｈ２１ △２９人】 （一般行政部門（公社・事業団含む）△２５人 水道部門 △４人）

・自主的な給与抑制措置の継続

給与抑制率 知事△10%、副知事△5%、部長・部次長級△4%、課長級△3%、

主幹級以下△1.5%、主任主事・主事△1.4%

○人件費総額の抑制

○特別会計改革の推進

・特別会計繰越金（いわゆる埋蔵金）の活用

【Ｈ２１ 一般会計繰入額 １，５００百万円】

中小企業振興資金貸付金特別会計 １，２００ 農業改良資金貸付金特別会計 ２００

林業改善資金貸付金特別会計 １００

・特別会計事業収益の活用

競輪事業費特別会計 【Ｈ２１ 一般会計繰入額 １００百万円 （Ｈ２０ ５０百万円）】

駐車場費特別会計 【Ｈ２１ 一般会計繰入額 ３０５百万円 （Ｈ２０ ２７５百万円）】

・一般会計と区分経理する必要性の薄れた特別会計の廃止

奈良公園費特別会計を廃止し一般会計に組み入れ、用地先行取得費特別会計を廃止

○県有資産の有効活用

・県庁舎系施設北部地域再配置計画の推進

旧片桐高校跡地に北和地域の出先機関を集約 （H21 実施設計 46百万円）

対象機関 土地開発公社、住宅供給公社、道路公社（奈良市）

郡山土木、郡山保健所、北部農林振興事務所農業普及課（大和郡山市）

北部農林振興事務所（天理市）

・県有資産の売却 【H21売却益 ３７５百万円】

旧県営住宅出団地、浮孔団地、斑鳩団地、旧自動車税事務所跡 他

・副知事公舎を廃止し、奈良公園施設として活用

５．５．財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた主主主主なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ主主主主なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ

９９９９



○事業総点検による見直しの徹底

・各種団体への運営補助金の見直し

事業補助金化など、施策効果がより発揮できる手法に見直し

・その他予算編成過程における見直し

【Ｈ２１ 見直し効果額 １，４９８百万円】

事業廃止 １１７事業 椿寿荘運営補助、五条山荘の管理運営 他

事業縮小・見直し ５８事業 教育放送番組制作の一部廃止、イベントの統合実施 他

H20  １９７事業

（160百万円）

H21  事業補助に組み替え １１７事業 (98百万円)

事業委託に組み替え １０事業 ( 5百万円)

負担金による県参画事業に組み替え ８事業 ( 6百万円)

事業廃止 ３５事業

継続 ２７事業 (32百万円)

○特定目的基金の見直し

・設置の必要性がなくなった土地開発基金の廃止

【Ｈ２１ 一般会計繰入金 ３，３３７百万円】

・基金の活用

地域振興基金（H２０末残高2,8０8百万円）を活用し、財政状況が著しく悪化し「早期健全

化団体」に陥った県内市町村を支援する財政健全化貸付事業（1,500百万円）を実施

○使用料・手数料などの税外収入の確保

・公正な受益者負担の観点から見直しを実施 【Ｈ２１ 効果額 １９百万円】

◆使用料

奈良公園使用料の見直し 【効果額 ２百万円】

（奈良公園区域内の売店・飲食店など）

→使用料収入は奈良公園の魅力向上に活用

行政財産目的外使用料の見直し 【効果額 ２百万円】

（県有施設内の便益施設設置など） 他

◆手数料

教員免許更新手数料等の新設 【歳入予算額 ３百万円】

（教育職員免許法改正により、教員免許の更新制度が創設されたことによる）

高齢運転者認知機能検査手数料の新設 【歳入予算額 ５百万円】

（道路交通法改正により、75歳以上の高齢者ドライバーに認知機能検査が義務付け

られたことによる） 他

１０１０１０１０



○未収金対策の充実

・発生未然防止対策の拡充

県税の収納手段の拡大（クレジットカード導入、マルチペイメント導入、コンビニ収納）

県立奈良病院クレジットカード支払導入による患者サービスの向上

高校奨学金等の償還にかかる口座振替の導入

・徴収対策の強化

個人住民税滞納整理室の設置

看護師等修学資金返還対策の強化

県立病院の未収金債権回収業務を外部委託

奨学金返還対策の強化 他

○資金調達の多様化

・安定的で透明性の高い資金調達を図るため、新たに全国型市場公募地方債を発行

【Ｈ２１ 発行予定額 １００億円】

１１１１１１１１



６．収支均衡策６．収支均衡策

収支不足額収支不足額収支不足額収支不足額はははは１４６１４６１４６１４６億円億円億円億円となりとなりとなりとなり、、、、２０２０２０２０年度年度年度年度にににに比比比比べべべべ１０５１０５１０５１０５億円億円億円億円圧縮圧縮圧縮圧縮

・・・・特例的特例的特例的特例的なななな県債県債県債県債のののの発行発行発行発行とととと、、、、特別会計繰越金特別会計繰越金特別会計繰越金特別会計繰越金・・・・特定目的基金特定目的基金特定目的基金特定目的基金のののの

活用活用活用活用によりによりによりにより収支均衡収支均衡収支均衡収支均衡をををを達成達成達成達成

・・・・このこのこのこの結果結果結果結果、、、、財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金・・・・県債管理基金県債管理基金県債管理基金県債管理基金のののの取取取取りりりり崩崩崩崩ししししゼロゼロゼロゼロをををを

実現実現実現実現

・特別会計繰越金（いわゆる埋蔵金）の活用 １５億円 （⑳－億円）

中小企業振興資金貸付金特別会計１２億円 農業改良資金貸付金特別会計 ２億円

林業改善資金貸付金特別会計 １億円

・特定目的基金の活用 ３３億円 （⑳－億円）

土地開発基金廃止

・財政調整基金・県債管理基金の取崩し －億円 （⑳１５０億円）

財政調整基金 ６０億円 （⑳ ６０億円）

県債管理基金 １９４億円 （⑳１８８億円）

（ 合 計 ） ２５４億円 （⑳２４８億円）

２１年度末基金残高の見込み

１２１２１２１２（※県債残高、基金残高の推移については、計数資料参照）

・ 財源対策債（調整分） １０億円 （⑳２５億円）

・地方道路整備臨時貸付金 １２億円 （⑳－億円）

・ 退職手当債 ７６億円 （⑳７６億円）

特例的特例的特例的特例的なななな県債県債県債県債のののの発行発行発行発行 ９８９８９８９８億円億円億円億円 （⑳１０１億円）

基金基金基金基金のののの取取取取りりりり崩崩崩崩しししし等等等等 ４８４８４８４８億円億円億円億円 （⑳１５０億円）



１３１３１３１３

【参 考】

今後の財政収支見通し（平成２１年度当初予算案をベースに試算）（単位：億円）歳入（財調・県債基金繰入は含まず） Ａ 4,338 4,474 4,477 4,377 4,325 4,320県税・地方消費税清算金・地方譲与税 1,554 1,471 1,522 1,523 1,524 1,526地方交付税 1,354 1,277 1,249 1,212 1,174 1,164県債 498 778 776 736 752 755その他の歳入 932 948 930 906 875 875歳出 Ｂ 4,589 4,620 4,668 4,681 4,731 4,792人件費 1,723 1,709 1,718 1,704 1,720 1,716公債費 742 742 758 800 838 876投資的経費 728 707 707 713 718 713その他の歳出 1,396 1,462 1,485 1,464 1,455 1,487Ｃ＝Ａ-Ｂ ▲251▲251▲251▲251 ▲146▲146▲146▲146 ▲191▲191▲191▲191 ▲304▲304▲304▲304 ▲406▲406▲406▲406 ▲472▲472▲472▲472Ｄ 101101101101 146146146146 124124124124 120120120120 136136136136 132132132132収支差引収支差引収支差引収支差引 Ｃ＋Ｄ ▲150▲150▲150▲150 0000 ▲67▲67▲67▲67 ▲184▲184▲184▲184 ▲270▲270▲270▲270 ▲340▲340▲340▲340県債残高 ａ 9,884 10,209 10,550 10,810 11,050 11,270うち、交付税で措置される額 ｂ 5,260 5,456 5,670 5,820 5,980 6,160うち、交付税措置以外の額 ａ－ｂ 4,624 4,753 4,880 4,990 5,070 5,110交付税措置の割合 ｂ／ａ×１００ 53.2% 53.4% 53.7% 53.8% 54.1% 54.7%
 【 【 【 【２２２２２２２２年度以降年度以降年度以降年度以降のののの試算方法試算方法試算方法試算方法】】】】

２２年度 ２３年度

財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みみみみ及及及及びびびび退職手当債等退職手当債等退職手当債等退職手当債等のののの発行発行発行発行（（（（※※※※１１１１））））

２１年度

［歳入］　　・県税、地方消費税清算金　　　　　　　　　　　　 H21.1.19 閣議決定「経済財政の中長期方針と10年展望」のH21名目経済成長率を                         参考に試算　　・地方交付税　　　　 地方財政計画（総務省）を参考に試算　　・県債　　　　　     臨時財政対策債は、地方再生分はH21のみ考慮、雇用創出推進費はH22まで考慮し、　　　　　　　　　　　   H23以降はこれらを除いた同額で推移。　　　　　　　　　　     その他は歳出連動　　・その他の歳入　     一般財源は21年度同額（可能なものは個別積算）、特定財源は歳出連動［歳出］　　・人件費（給与費）　給与費は条例本則に基づき試算　　　　　　　　　　　　  職員定数は、定数削減計画（Ｈ２１～Ｈ２３　△１５６人（一般会計））を達成　　　　　　　　　　　　  退職手当は過去の勧奨退職者数等を勘案して推計　　・公債費　　　　　　既発債の公債費に今後の県債発行に伴う公債費を加算（平準化措置を継続）　　・投資的経費　　　　公共事業は、H22以降▲３％、その他は21年度同額（可能なものは個別積算）　　・その他の歳出　　　可能なものは個別積算（社会保障関係経費は平成18年５月厚労省発表の社会保障の　　　　　　　　　　　　給付と負担の見通しを参考に推計）、その他は21年度同額　(※１)　Ｄ欄のＨ２２以降については、退職手当債発行限度額を記載

区　　分 ２０年度 ２４年度 ２５年度

基金基金基金基金のののの取取取取りりりり崩崩崩崩しにしにしにしに頼頼頼頼らないらないらないらない持続可能持続可能持続可能持続可能なななな財政運営財政運営財政運営財政運営をををを行行行行うためにはうためにはうためにはうためには、、、、引引引引きききき続続続続きききき財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化のののの取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを強化強化強化強化・・・・徹底徹底徹底徹底していくことがしていくことがしていくことがしていくことが必要必要必要必要。。。。

※収支不足が生じた場合は、財政調整基金・県債管理基金の取り崩しが必要。※両基金のＨ２１末残高は２５４億円の見込み。
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